様式第１号（第２条関係）
年　　月　　日
玉　野　市　長　　様
　　　　　　　　　　　　申請者
　住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
（法人にあってはその名称及び代表者の氏名）　
離島振興対策実施地域における固定資産税の課税免除適用申請書
　離島振興対策実施地域における固定資産税の特例に関する条例第４条第１項の規定による固定資産税の課税免除の適用を受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。
記
１　事業所の所在地及び名称
２　事業の属する業種及び事業の内容
３　操業開始年月日　　　　　年　　　　月　　　　日　
４　固定資産の概要
　(１)　土地
	取得年月日
	事業用建物の建設着手年月日
	所在地
	取得面積
	
	取得価額
	

	
	
	
	
	うち事業用
建物の敷地分
	
	うち事業用
建物の敷地分

	
	
	
	㎡
	㎡
	円
	円

	合計
	
	
	
	


(２)　家屋
	 取得年月日
	家屋の種類
	建築面積
（延床面積）
	
	特別償却
の有無
	取得価額

	
	用途
	構造
	
	 うち事業用
 床面積
	
	

	
	
	
	㎡
	㎡
	
	円

	合計
	
	
	
	


(３)　償却資産
	取得年月日
	償却資産の名称
	数　量
	耐　用
年　数
	供用開始
年月日
	特別償却
の有無
	取得価額

	
	
	
	　　年
	
	
	　　　円

	合計
	
	
	
	
	


５　添付書類
(１)　土地、家屋又は償却資産の取得価額及び取得年月日を証する書類（写し可）
(２)　事業所全体の平面図及び償却資産の配置図（敷地内の建物の配置、償却資産の配置を明示し、かつ、課税免除の対象資産と対象外資産の区別を明示）
(３)　不動産用登記事項証明書及び法人にあっては履歴事項全部証明書
(４)　所得税法又は法人税法の規定による確定申告書の写し
(５)　事業所の経歴、事業の内容を示した書類（会社の経歴書、パンフレット等）
(６)　租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第１２条又は第４５条の規定による特別償却を受けていない場合はその理由書
(７)　その他市長が必要と認める書類
